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研究成果の概要（和文）：事業の目的は、沿岸湿地再生と気候変動による海面上昇や洪水減災の複合目的を持つ
生態系インフラストラクチャー事業で世界をリードする英国において実施されている内陸への防潮堤移動建設の
事業者及び住民間のリスク受容と合意形成の過程を解明することである。沿岸環境開発・再生に関する住民の意
思決定参画過程の鍵となる要素を、質問票調査とケーススタディーの文献調査で明らかにすることを試みた。研
究期間全体を通して英国の干潟再生に関する動向を注視し、成果として英国の研究協力者とともに、出版活動を
行った。また、日本の議論とも結びつけ、日本の干潟再生事業に関しての出版活動を行った。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this project is to analyse the process of risk acceptance and
 consensus building between residents and project workers for conducting coastal ecosystem 
infrastructure projects. The UK is leading this type of project which moves seawalls inland to 
create spaces for re-flooded lands to create coastal habitats, mitigating sea level rise and 
strengthening flood control mechanisms.

This research project attempted to investigate key elements which push better decision-making 
processes among stakeholders. The methods used were questionnaires and semi-structured interviews. 
The project produced academic papers both in Japan and in the UK,together with the research 
collaborators.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は学術分野外においても世界的に広がる沿岸湿地再生や生態系インフラ（Eco-DRR）の主要なイニシアテ
ィブの議論の中心に位置することとなる。英国と同じ長い海岸線を持ち、地方沿岸部での人口減少が進む我が国
において、将来、環境的・財政的・防災的にも有利とされる沿岸湿地再生事業の実施が広がっていく可能性は高
く、既に多くの事業が行われた英国・ヨーロッパでの学びは今後の環境再生・防災政策にも有効な知見を提供で
きると考える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｆ－１９－２ 
 
１．研究開始当初の背景 
 
英国においては、失われた生態系再生、又、地球温暖化における海面上昇や洪水の減災対策と

して干潟を含む沿岸湿地再生・減災事業が急速に実践されてきた (例えば、Esteves 2014, Pontee 
2014)。沿岸湿地再生手法の中でも、現在農地である場所に海水を導入し、農地干拓以前の干潟
に戻し、背後地により低く強い堤防を建設する「海岸線変更・人工的海岸線後退（Coastal 
realignment）」という生態系インフラストラクチャ―事業（Eco-DRR）が選ばれ、環境面はも
とより資金面や防災面においても格段に効率的であるとされている。しかし、このような再生・
減災事業は劇的な土地利用改変はもとより、景観が変わるなど社会的衝突が起こりやすく、リス
ク（水辺が家に近くなる等）や心理的な不安、合意形成過程についても十分に理解・検討される
必要があるとされている（世界生態再生学会 2010）。 

 
前回、研究代表者が行った科研研究では、干潟再生案や再生事業に着目し、「再生」に関して

異なるステークホルダーが、どのようにそのベネフィットとリスクを理由づけ、言説を創り上げ
ているのかの基礎調査を行った。フィールドにおいては一見、雑多な印象を受けるベネフィッ
ト・リスク意見も、その人の事業への賛成・反対の立場に関わらず、以下の 5 つの中心的な言説
に分類可能なことが分かった。それらは①「再生行為の意義」、②「喪失の経験と不安」、③「公
正さの担保」、④「未来への展望」、⑤「対立の打破（和解の言説）」である(山下 2016)。これら
抽出された 5 つの要素は、合意形成の場で注意深く拾い上げ、理解を深めるべき項目となり得
る。本国際共同研究においては、これらの要素を仮の分析枠組みとして活用しながら、より深化・
発展させた分析を行う計画とした。 

 
２．研究の目的 
 
沿岸湿地再生と気候変動による海面上昇や洪水減災の複合目的を持つ生態系インフラストラ

クチャ―事業を世界でリードする英国において実施されている内陸への防潮堤移動建設の事業
者及び住民間のリスク受容と合意形成の過程を分析する。又、生態系インフラ減災事業を、今後
毎年 140 ヘクタール以上行う国家目標を持つ英国において、地方自治体に常勤する「コミュニ
ケーション・オフィサー」が行う住民説明会や合意形成手法について調査・分析を行う。 
 
３．研究の方法 
 
沿岸環境開発・再生に関する住民の意思決定参画過程の鍵となる要素を、質問票調査とケース

スタディーの文献調査で明らかにすることを試みた。ケンブリッジ大学にて毎週行われている
研究チーム会議、及びセミナーに、対面及びオンラインにて毎週参加した。 

 
英国において住民との意見衝突により一時、又は完全停止となった沿岸湿地再生・減災事業の

中から、特に住民との合意形成が難しかったケースを選択し、合意形成過程で行われた会議内容
分析（ステークホルダー間に存在する事業に対するリスク言説の類似点・相違点・問題点の分析）、
及び、政府・NGO 担当者及び住民のフォーカスグループ・インタビューを行った。また、地方
自治体や NGO に常勤する住民とのコミュニケーション担当者（コミュニケーション・オフィサ
ーなど）が行う住民説明会や合意形成手法、彼らが感じる合意形成の難しさや学びについて、質
問票調査とインタビューを行った。 

 
研究期間全体としては、イギリスの干潟再生に関する動向を注視し、成果としてイギリスの研

究協力者とともに、出版活動を行った。また、日本の議論とも結びつけ、日本の干潟再生事業に
関しての出版活動を行った。 

 
４．研究成果 
 
研究成果は、出版情報に掲載されている通りであるが、加えて、現在、数本の論文出版準備を

行っている。本研究は今後、沿岸開発・再生事業に関わる関係者が「学術・セクター・国」の枠
を超えて連携し、発表や討論、執筆活動を通した交流を活性化・恒常化する始発点になると考え
ている。 
 
自然再生を積極的に進めようとしている英国において本国際共同研究を行うことで、網羅的

に英国研究の理解を深化させ、日英両国に意義のある研究成果を発信することを今後の目的と
していきたい。又、ケンブリッジ大学で現在進行中の「環境保全エビデンス」研究事業において
は、全生態系の大陸ごとの再生ガイドづくりが継続中で、本研究はその事業に合意形成やリスク



受容の側面から社会科学的知見を提供することが期待され、いくつかのプロジェクトでも貢献
できた。 
 
研究代表者は、科研費の目指す「豊かな社会発展の基盤形成」に「環境再生」と「減災」を据

えると共に、再生され、私有地から再び社会の共有財産（コモンズ）となる自然環境の保全に欠
かせない「住民参画」及び「セクターを超えた知（形式知・地域知）の共有」に関わる研究をラ
イフワークとしていきたいと考えている。 
 
本国際共同研究は、将来的には英国の沿岸湿地再生事業に影響を与えているヨーロッパ諸国

（特にオランダ・ベルギー）、及び大型の干潟再生事業が進むラテンアメリカ諸国（特にブラジ
ル）、そしてアジア諸国（特にマレーシア・韓国・中国）の研究者との連携をつくる基盤形成と
なると考えている。 

 
又、本研究は学術分野外においても世界的に広がる沿岸湿地再生や生態系インフラ（Eco-DRR）

の主要なイニシアティブの議論の中に位置することとなる。英国と同じ長い海岸線を持ち、地方
沿岸部での人口減少が進む我が国において、将来、環境的・財政的・防災的にも有利とされる沿
岸湿地再生事業の実施が広がっていく可能性は高く、既に多くの事業が行われた英国・ヨーロッ
パでの学びは今後の環境再生・防災政策にも有効な知見を提供できると考える。 

 
また、受け入れ機関となっていたケンブリッジ大学・ケンブリッジ環境保全イニシアティブ

（CCI）では、研究機関終了後も、引き続き客員准教授として席を置かせて頂いており、世界の
自然再生の動向をともに追い、貢献することができる機会を与えて頂いている。当該研究施設は
英国の大学では最大規模となる環境保全計画に則り設立された、英国における環境保全研究・実
践活動の中心的機関である。環境保全研究に従事する 150 名のケンブリッジ大学教授陣と研究
員、及び 350 名の英国を代表する環境保全団体の職員が勤務する本センターは、リスク論、地
理学、動物学、植物科学、経済学など多岐にわたり、学際的な研究推進を図っている。今後も本
研究からのアウトプットや、今後の関連研究を受け入れ機関とともに、世界へ発信していきたい。 
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